
川西市花屋敷１丁目９９５番

戸建住宅地

中規模以上の一般住
宅が多い閑静な住宅
地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 10 40 15 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

川西市はベッドタウンの性格を有し、利便性の高い川西能勢口駅
周辺部の地価はやや上昇、北部は都心回帰の影響から下落傾向に
ある。

戸建住宅を中心とした住宅地域で、利便性も良く、川西市内では
人気がある高級住宅地である。特段の地域要因の変動はない。

特になし。

　対象地は、第１種低層住居専用地域であるため容積率が低く、また、収益物件を建築するには地積がやや小さい。そのた
め、経済合理性に見合った賃貸経営が可能となる建物の建設が困難であるため、収益還元法の適用は断念した。本件では、
居住の快適性を重視する住宅地域であることから、実証的な取引事例比較法により試算を行い、豊富な事例に基づく比準価
格を採用し、標準地、指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

近隣地域は、駅近くの住宅地域として熟成しており、今後とも現状のまま推移していくものと予測する。駅近の住宅地の地
価水準は、概ね上昇傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 204,000 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

205,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

川西 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

-3.0

+5.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急川西能勢口駅
西方 450m

阪急川西能勢口
450m

(8)

東4m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない。 基準方位北
４ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「花屋敷１－２６－２」

②地積

（㎡）

165

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 17.0  ｍ、　規模 170  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

205,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

212,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.5 ％ ％

104.9 ］

100.5［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

205,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

川西（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

-5.0

-22.0

+3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

161,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

77.1 ］

100［ ］ 101.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 13日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

33,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 205,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

165,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は川西市南部、宝塚市内で、阪急宝塚線沿線及びＪＲ福知山線沿線の住宅地域である。需要者は阪神間、大阪
市内へ通勤する勤労者が中心である。都心への接近性に優れた住宅地として需給は均衡しており、駅に近いエリアは上昇傾
向にある一方で、駅から離れると横ばいの傾向にある。６０坪くらいのもので、土地は３～４０００万円台、戸建は４～５
０００万円台の物件が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

川西（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

川西（県） －

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

神戸シティ鑑定舎

小笠原　高宏



川西市湯山台１丁目３３番３

戸建住宅地

中規模一般住宅が多
い区画整然とした住
宅地域

15

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 30 30 30 戸建住宅地

-

１低専(50,80)

景気が緩やかな回復基調にある中、川西市の住宅地は中心部の一
部は回復傾向、郊外は概ね下落傾向が続いている。

地域要因に大きな変化はないが、利便性の劣る開発団地は売り圧
力が大きく、地価は下落している。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は自己居住目的の戸建住宅が建ち並ぶ郊外の住宅団地で、アパート等の賃貸物件は見当たらない。当該地域は個人
住宅としての居住の快適性や利便性が重視され、収益を目的とした賃貸市場が成立していないため収益還元法は非適用とす
る。従って、現実の市場の取引実態を反映し規範性の高い比準価格を標準に、周辺類似の公示標準地の価格との検討を踏ま
え、指定基準地との均衡にも留意して、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模戸建住宅を中心とした住宅地域であり、今後も現状を大きく変えずに推移するものと思われる。郊外ニュータウンの
需要は弱く、地価はしばらく下落傾向が続くと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 72,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

69,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

川西 22

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-3.0

-20.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急川西能勢口駅
北西方 3.6km

阪急川西能勢口
3.6km

(8)

北西6m市道

１低専
(50,80)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

209

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

69,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

56,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-4.2％ ％

77.6 ］

99.1［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

69,500

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

川西（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+3.0

+25.0

+3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

95,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

132.6 ］

97.4［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 28日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

14,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 69,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

57,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は川西市中北部の戸建開発団地一帯。需要者は市内の居住者が多いが阪神間周辺市からの流入も一部認められる。
昭和４０年代に開発された古い住宅団地で居住者の高齢化が進んでおり、供給過剰が続いている。買物施設等が少なく交通
利便性も良くないため需要は弱く、地価は下落傾向で推移している。土地は６０坪程度の規模で１，０００万円台前半、細
分化した新築建売住宅では３，０００万円以下の物件が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

川西（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

川西（県） －

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第１

業者名

印不動産鑑定士氏名

森本不動産鑑定

森本光弘



川西市南花屋敷４丁目１２６番

戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北90 30 0 60 戸建住宅地

-

２中専(60,192)

市の人口は微減傾向で高齢化が進んでいる。南部中心地周辺では
住宅需要は概ね堅調であるが、以外の北部等の地域では弱含みで
ある。

地域要因に格別の変動はない。駅徒歩圏にあり利便性を有する既
成住宅地域で、概ね安定した需要が認められる。

個別的要因に変動はない。

周辺には賃貸共同住宅も存するものの、自用の戸建住宅を主とする地域であり、標準地の画地規模等から経済性ある賃貸事
業を想定することが困難であったため、収益還元法の適用を断念した。試算された比準価格は、市場において成立した正常
な取引事例をもとに求められた価格であり、市場の実態を反映し実証性に優れている。よって、本年１月１日時点の公示価
格からの推移にも留意の上、比準価格をもって鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

周辺地域には共同住宅等もみられるものの、中規模の戸建住宅を主とする既成住宅地域であり、変化は少なく、当面現状を
維持して推移していくものと予測する。地域及び需給の状況から、地価は当面安定的と予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 161,000円／㎡

公示価格 161,000円／㎡

標準地番号 川西 10-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

161,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

川西 10

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ川西池田駅
西 680m

ＪＲ川西池田
680m

(8)

南4.8m市道

２中専
(60,200)

（その他）　　　　
(60,192)

特にない。 基準方位北
４．８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「南花屋敷４－５－５」

②地積

（㎡）

185

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 13.0  ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

161,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

161,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 0.0％ ％

100 ］

100［ ］ 103.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 26日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

29,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 161,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

130,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は川西市南部及び宝塚市南東部に位置するＪＲ福知山線及び阪急宝塚線沿線の住宅地域である。需要者は川西市
及び周辺市に居住する中間所得層が中心であり、大阪方面への通勤者が多い。駅徒歩圏かつ市中心市街地周辺部に位置し利
便性が良好であるほか、環境面も比較的良好な既成住宅地域であり、概ね安定した需要が認められる。中心的価格帯は、土
地で３０００万円前後、新築戸建住宅で４０００万円前後～４５００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

川西（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

川西（県） －

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

Ｄ．Ａ．不動産鑑定所

上田元嗣



川西市向陽台２丁目３番３８

戸建住宅地

中規模一般住宅が多
い区画整然とした住
宅地域

12

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 60 40 50 戸建住宅地

-

１低専(50,80)

川西市の人口動向は概ね安定的に推移している。川西市中北部の
地価は弱含みで南部との二極化傾向が顕著となってきている。

地域要因の大きな変動はないが、地価は弱含みの傾向にあるもの
と思われる。

個別的要因に変動はない。

比準価格は信頼性の高い事例により求められており、不動産の市場性を反映する価格として実証性及び規範性は高く、十分
な説得力を有するものと判断する。なお、自用の戸建住宅中心の住宅団地内に存し、経済的に賃貸事業が成り立つ地域でな
いこと等により収益還元法の適用を断念した。よって、比準価格を採用し、近傍公示価格を規準とした価格等との検討を踏
まえて鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

一般住宅が建ち並ぶ地域であり、地域要因は今後当分の間は概ね現状を維持した状態で推移するものと思料する。地価は下
落傾向で推移していくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 70,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

69,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

川西 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+2.0

-4.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

能勢電鉄平野駅
西 1.3km

能勢電鉄平野
1.3km

(8)

南6m市道

１低専
(50,80)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

218

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 210  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

69,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

68,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.4％ ％

99.9 ］

99.3［ ］ 103.0［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

69,200

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

川西（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-2.0

-15.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

57,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

83.3 ］

98.2［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 21日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

15,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 69,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

55,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は対象不動産の属する川西市のうち能勢電鉄沿線を中心とする住居系地域一帯と捉えられる。需要者は同一需給
圏内の居住者が中心となるものと考えられる。最寄駅からやや距離がある等利便性に劣る地域であることから、需要は弱含
みで推移しているものと思料する。土地は１，５００万円前後、新築戸建は３，０００万円前後が需要の中心と思われる。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

川西（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

川西（県） －

基準地番号 提出先

4 兵庫県

所属分科会名

兵庫第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

中村不動産鑑定士事務所

中村要



川西市加茂２丁目１９４番３

戸建住宅地

中小規模の一般住宅
が多い古くからの住
宅地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 20 20 100 戸建住宅地

-

１住居(60,160)

川西市の人口動向は概ね安定的に推移している。市内南部市街地
の住宅地の不動産需要は全体的に堅調に推移している。

地域要因の大きな変動はない。

個別的要因に変動はない。

比準価格は信頼性の高い事例により求められており、不動産の市場性を反映する価格として実証性及び規範性は高く、十分
な説得力を有するものと判断する。なお、収益還元法は対象地の地積が小さく、間口がやや狭いため、経済合理性に見合っ
た賃貸経営が可能となる建物の建設が困難と判断し、適用を断念した。よって、比準価格を採用し、近傍公示価格を規準と
した価格等との検討を踏まえて鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

一般住宅を中心とした住宅地域で、今後とも現状の状態が持続していくものと思料する。地価は概ね横這い傾向で推移する
ものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 120,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

120,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

川西 13

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

-6.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急川西能勢口駅
南西 1.6km

阪急川西能勢口
1.6km

(8)

南東4m県道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　
(60,160)

特にない 基準方位　北
４ｍ県道　

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「加茂２－９－４」

②地積

（㎡）

111

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

8.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 120  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

120,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

114,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

94.0 ］

100［ ］ 102.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

120,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

川西（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+5.0

+25.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

161,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

132.6 ］

100［ ］ 102.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 21日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

13,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 120,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

96,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、川西市及び隣接市のうち、ＪＲ、阪急電鉄沿線を中心とする住宅地域がその圏域と捉えられる。需要者は同
一需給圏内の居住者が中心となるものと考えられる。やや交通利便性に劣る地域であるが、周辺に日常利便施設が確保され
ている住宅地域であり、需要は安定的に推移しているものと思われる。土地は１，０００万円台、新築戸建は２，０００万
円台後半～３，０００万円台前半の価格帯が需要の中心と思われる。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

川西（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

川西（県） －

基準地番号 提出先

5 兵庫県

所属分科会名

兵庫第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

中村不動産鑑定士事務所

中村要



川西市美園町４７８番

戸建住宅地

小規模の一般住宅が
密集する住宅地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北15 50 20 20 戸建住宅地

-

２住居(60,180)

阪神間のベッドタウンである川西市の人口は微減傾向にあり、北
部の住宅団地では需要に比し供給が多く、需給バランスを逸して
いる。

周辺でのキセラ川西整備事業の進捗と相俟って、少なからず近隣
地域にプラスの影響を与えるものと判断される。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は、小規模一般住宅が密集する既成住宅地域であり、多数の信頼性のある取引事例を収集しえた。収益物件として
は戸建住宅が転勤等の事情により賃貸されるケースが散見される程度で、自用目的での取引が中心で経済的に賃貸事業は成
り立つ地域ではないため収益還元法の適用は行わなかった。従って、居住の快適性が重視される住宅地域であるため、規準
とした公的価格等との均衡性に留意つつ、実証的な比準価格をもって鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は、小規模一般住宅が密集する既成住宅地域であり、周辺ではキセラ川西整備事業が進捗中であり、地域経済への
プラス要因になると予測され、地価水準は当面微増傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 133,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

134,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

川西 15

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-3.0

+4.0

+11.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

能勢電鉄絹延橋駅
南西 380m

能勢電鉄絹延橋
380m

(8)

南4.5m市道

２住居
(60,200)

（その他）　　　　
(60,180)

特にない 基準方位　北、　
４．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「美園町１０－１３」

②地積

（㎡）

93

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 10.0  ｍ、　規模 90  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

134,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

145,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.8 ％ ％

112.0 ］

100.3［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

133,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

川西（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+5.0

+15.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

161,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

120.8 ］

100［ ］ 103.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 12日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

12,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 134,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

105,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、阪急宝塚線並びに能勢電鉄妙見線沿線の概ね川西市中部のやや旧態依然とした既成住宅地域であることから、
需要者の中心は当該地域に地縁的選好性を有する需要者がその多くを占め、外部からの新規参入者は相対的に少ない。若年
層を中心とした一次取得者層の実需が主流であるが、需給関係は比較的底堅く推移している。土地については３０坪前後の
画地では１，５００万円程度、新築戸建住宅は３，０００万円程度が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

川西（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

川西（県） －

基準地番号 提出先

6 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社谷澤総合鑑定所　神戸支社

上原卓志



川西市清和台西３丁目２番７２

戸建住宅地

中規模一般住宅が多
い区画整然とした住
宅地域

15

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 110 80 30 戸建住宅地

-

１低専(50,80)

人口はわずかに減少傾向で高齢化が進んでいる。取引件数は大
きな増減なく、取引価格はエリアにより二極化。

北部住宅団地は全般に供給量が多く弱含み傾向も、トナリエ近
辺など利便性により引き合いに濃淡。

北西道路で選好性は普通。競争力に変動はない。

近隣地域等は戸建住宅が主で、貸家は転勤等の特殊な事情に基づくもので、経済的に賃貸事業が成り立つ地域でないため、
収益価格は試算しない。快適性を重視する住宅地域で、主たる需要者は近隣の取引相場を指標に意思決定するのが通常で
ある。よって、信頼性のある取引事例から求めた比準価格を採用し、規準価格、指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価
額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

中規模一般住宅が多い区画整然とした住宅地域であり、今後とも同様の住環境を維持するものと予測する。利便性の良い
街区では堅調な引き合いもあるが、潜在的な供給量の多さから需給は弱含み。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 68,800円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

68,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

川西 3

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

-2.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急川西能勢口駅　
北西方 6.3km

阪急川西能勢口
6.3km

(8)

北西6m市道

１低専
(50,80)

（その他）　　　　

特にない。 基準方位　北　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

196

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 190  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

67,700 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

67,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.6％ ％

98.0 ］

98.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

67,400

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

川西（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+7.0

+24.0

+3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

95,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

136.7 ］

97.4［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 27日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

13,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 67,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

55,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、川西市北部で川西能勢口駅からバス便の大規模郊外住宅地域。需要者の中心は、周辺あるいは都市部の事
業所に通う川西市及び周辺市町の居住者である。バス利用だが、バイパスにより市中心部へのアクセスは良好、川西ＩＣ
からも比較的近い。地価は潜在供給が多く下落が続くが、下落幅は縮小傾向。土地は１，０００から２，０００万円前後、
中古あるいはリフォーム後の戸建物件総額は３，０００万円までが需要の中心。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

川西（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

川西（県） －

基準地番号 提出先

7 兵庫県

所属分科会名

兵庫第1分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

岡田不動産鑑定

岡田忠純



川西市東多田３丁目３５９番３

戸建住宅地

小規模一般住宅、駐
車場が混在する住宅
地域

12

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 10 0 15 戸建住宅地

-

２中専(60,160)

川西市内住宅地の地価は、中心部は概ね安定的であるが、反面利
便性の劣る北部を中心に供給圧力が強いこと等もあって下落傾向
にある。

旧来からの既成住宅地域である。街路条件が良好とはいえず、地
価はやや弱含みである。なお、地域要因に変動はない。

個別的要因に変動はない。

当地域内及び周辺地域では、画地規模の大きな土地については、アパート等としての利用も認められるが、基準地の画地規
模では自己利用目的での取引が殆どであり、規範性の高い賃貸事例の収集に限りがあることに加えて、賃貸経営上合理性を
有する建物想定が困難であるため、収益還元法の適用を断念した。よって標準地及び指定基準地との比較検討を踏まえ、取
引市場の実勢を反映した規範性の高い比準価格を以て、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

旧来からの既成住宅地域である。地域要因に大きな変動はなく、街路条件が良好とはいえないこと等から、今後も地価はや
や弱含みで推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 98,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

96,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

川西 24

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-3.0

-21.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

能勢電鉄多田駅　
南東 390m

能勢電鉄多田
390m

(8)

南4m市道

２中専
(60,200)

（その他）　　　　
(60,160)

特記すべき事項はない。 基準方位　北
４ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「東多田３－１０－５」

②地積

（㎡）

80

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

6.0  ｍ、　奥行　約 14.0  ｍ、　規模 80  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

97,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

73,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.0％ ％

76.6 ］

98.7［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

96,400

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

川西（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

-12.0

-32.0

-3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

57,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

59.8 ］

98.2［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 29日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

7,760,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 97,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

78,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は能勢電鉄沿線で概ね川西市中北部の圏域に存する住宅地域であり、需要者は圏域内居住者が大半を占める。最
寄駅等へのアクセスは概ね良好ではあるが、一方、旧来からの既成住宅地域にあって、周辺においては狭隘でかつ屈曲した
道路や坂道等も多く街路条件が良好とはいえないこと等から、地価はやや弱含みである。なお、取引に係る中心価格帯につ
いては、土地は７００～１０００万円程度、新築戸建物件では２５００～３０００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

川西（県） 8－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

川西（県） －

基準地番号 提出先

8 兵庫県

所属分科会名

兵庫第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

山陽不動産鑑定株式会社

林 秀樹



川西市鴬の森町２６１番

戸建住宅地

中規模の一般住宅が
多い高台の住宅地域

15

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 30 30 30 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

阪神間のベッドタウンである川西市の人口は微減傾向にあり、北
部の住宅団地では需要に比し供給が多く、需給バランスを逸して
いる。

最寄駅から急勾配の坂道を登る古くからの高台の住宅地域にあっ
て、需要は脆弱である。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は、中規模一般住宅が多い高台の住宅地域であり、多数の信頼性のある取引事例を収集しえた。収益物件としては
戸建住宅が転勤等の事情により賃貸されるケースが散見される程度で、自用目的での取引が中心で経済的に賃貸事業は成り
立つ地域ではないため収益還元法の適用は行わなかった。従って、居住の快適性が重視される住宅地域であるため、規準と
した公的価格等との均衡性に留意つつ、実証的な比準価格をもって鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

当該地域は、最寄駅から急な坂道を介した高台にある古くに開発された戸建住宅地域であり、今後は現在の居住環境を維持
しつつも、地価水準はかかる駅からの利便を反映して下落傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 78,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

74,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

川西 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-4.0

+17.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

能勢電鉄鴬の森駅
西 360m

能勢電鉄鴬の森
360m

(8)

南西5m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北、　
５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「鴬の森町１３－１８」

②地積

（㎡）

225

( )

⑨法令上の規制等

台形
1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

17.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 220  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

74,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

85,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-5.1 ％ ％

112.3 ］

97.5［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+1.0

0.0

方位

台形

　補正

台形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

74,400

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

川西（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+1.0

+19.0

+3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

95,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

125.0 ］

97.4［ ］ 101.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 12日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

16,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 74,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

62,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、川西市中北部の丘陵部に古くに開発された住宅地域である。需要者の中心は、在阪企業等に勤務する給与所
得者並びに自営業者を主とするが、最寄駅からは急な坂道を介してアプローチする高台の住宅地域に位置するため、周辺の
住宅団地との競合や需給バランスなどから需給関係は弱含みで推移している。土地は１，５００～２，０００万円程度、新
築戸建住宅は３，０００～３，５００万円程度が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

川西（県） 9－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

川西（県） －

基準地番号 提出先

9 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社谷澤総合鑑定所　神戸支社

上原卓志



川西市大和西４丁目６番１７

戸建住宅地

中規模一般住宅が多
い区画整然とした住
宅地域

12

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北0 20 20 100 戸建住宅地

-

１低専(50,80)

市の人口は微減傾向で高齢化が進んでいる。南部中心地周辺では
住宅需要は概ね堅調であるが、以外の北部等の地域では弱含みで
ある。

地域要因に格別の変動はない。市中心市街から遠く、かつ古い大
規模住宅団地で、利便性志向と高齢化に伴う売却がやや目立って
いる。

個別的要因に変動はない。

周辺は自用の戸建住宅を主とする地域で、賃貸戸建住宅が存在したとしても転勤等の特殊な事情に基づくものが中心であり、
経済的に賃貸事業が成り立つ地域ではないため、収益還元法の適用を断念した。試算された比準価格は、市場において成立
した正常な取引事例をもとに求められた価格であり、市場の実態を反映し実証性に優れている。よって、下記標準地等から
の検討結果にも留意の上、比準価格をもって鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

郊外の古い大規模住宅団地の一角で、低層住宅が建ち並ぶ成熟した住宅地域であり、今後も現状を維持して推移していくも
のと予測する。高齢化、空き家化が続くことも懸念され、地価は当面弱含みと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 66,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

64,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

川西 4

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-3.0

-9.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

能勢電鉄畦野駅
北 670m

能勢電鉄畦野
670m

(8)

東6m市道

１低専
(50,80)

（その他）　　　　

特にない。 基準方位北
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

264

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 260  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

64,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

58,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.3％ ％

88.3 ］

98.8［ ］ 101.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

64,700

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

川西（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-7.0

-6.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

57,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

87.4 ］

98.2［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 26日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

17,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 64,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

52,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は能勢電鉄沿線を中心に川西市北部及びその周辺に位置する大規模住宅団地である。需要者は川西市周辺に地縁
を有する一次取得者が中心であり、大阪方面への通勤者が多い。比較的安価かつ良環境である点で一定の需要があるものの
利便性に劣ることから、近年の利便性志向の高まりと高齢化に伴う売却が目立っており、供給過多気味で推移している。中
心的価格帯は、６０坪程度の土地で１４００万円前後、新築戸建住宅で３０００万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

川西（県） 10－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

川西（県） －

基準地番号 提出先

10 兵庫県

所属分科会名

兵庫第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

Ｄ．Ａ．不動産鑑定所

上田元嗣



川西市けやき坂２丁目１８番３

戸建住宅地

中規模一般住宅が多
い区画整然とした住
宅地域

12

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 50 40 戸建住宅地

-

１低専(50,80)

市内北部の住宅団地は、都心回帰が主流となるなか、郊外への住
み替え需要も若干見られるが、生活利便性重視の選別が行われて
いる。

地域要因に変動はないが、郊外立地のバス圏で生活利便性が劣る
ため需要は弱く、地価の下落傾向は継続している。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は中規模の戸建住宅を中心とした閑静な住宅地域で、最有効使用も戸建住宅地である。
転勤等の特殊事情による貸家の賃貸がごく一部に見られるが、収益物件としての戸建住宅の取引需要はなく、土地価格はあ
くまで自用の戸建住宅の市場取引により形成されている。従って、鑑定評価額の決定にあたっては、市場性に基づく比準価
格を標準とし、代表標準地及び指定基準地との検討も踏まえ、上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

近隣地域は戸建住宅が建ち並ぶ熟成した住宅団地内にあり、地域要因に特段の変化はなく、今後も現状のまま推移するもの
と予測する。郊外立地で選好性が弱く、空家や売家が増加傾向にあり、地価は下落で推移している。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 54,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

53,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

川西 22

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+3.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急川西能勢口駅
北西方 6.7km

阪急川西能勢口
6.7km

(8)

南東6m市道

１低専
(50,80)

（その他）　　　　

特にない 基準方位、北６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

211

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

16.0  ｍ、　奥行　約 13.0  ｍ、　規模 210  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

53,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

56,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.8％ ％

103.0 ］

99.4［ ］ 102.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

53,500

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

川西（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-3.0

+10.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

57,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

106.7 ］

98.2［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 16日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

11,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 53,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

43,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね川西市北部の大規模住宅団地で、需要者の属性は川西市を中心に阪神間各市に在住する若年サラリーマン
層の一次取得者が中心である。郊外にあって住環境は良好であるが、団地内に教育施設や大型商業店舗がないため生活利便
性に劣り、選好性が乏しい。近年は高齢化に伴い空家も多く、需給のアンバランスが認められる。取引の中心となる価格帯
は、土地（２００㎡）で１，２００万円前後、新築建売住宅は３，０００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

川西（県） 11－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

川西（県） －

基準地番号 提出先

11 兵庫県

所属分科会名

兵庫第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

福西不動産鑑定事務所

福西理祐



川西市水明台２丁目２番３１

戸建住宅地

中規模一般住宅が多
い区画整然とした住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 40 60 40 戸建住宅地

-

１低専(50,80)

川西市内住宅地の地価は、中心部は概ね安定的であるが、反面利
便性の劣る北部を中心に供給圧力が強いこと等もあって下落傾向
にある。

団地内の高齢化に加え、昨今の都心回帰傾向も相俟って、利便性
の劣る当該地域の地価は下落傾向にある。なお地域要因に変動は
ない。

個別的要因に変動はない。

戸建住宅用に開発された住宅地域にあって、居住の快適性等を重視した自用目的での取引が支配的である。従って仮に戸建
賃貸が存在しても、転勤等の特殊な事情に基づくものが中心であり、経済的に賃貸事業が成り立つ地域ではないこと等から
収益還元法の適用を断念した。よって代表標準地の価格変動率を踏まえ、周辺類似地域に存する標準地等との均衡にも留意
の上、市場の実勢を反映し規範性の高い比準価格を以て、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

新規住宅需要の多くは中心市街地へ向かっており、多田グリーンハイツ内では世帯の新陳代謝が進まず、高齢化率や空き家
率の増加が懸念される。潜在的物件供給も多く今後も地価の下落傾向は継続するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 57,000円／㎡

公示価格 56,500円／㎡

標準地番号 川西 19-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

56,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

川西 19

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

能勢電鉄平野駅
北西 2.3km

能勢電鉄平野
2.3km

(8)

北6m市道

１低専
(50,80)

（その他）　　　　

特記すべき事項はない。 基準方位　北
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

198

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

56,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

56,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.8 -0.9％ ％

100 ］

99.1［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 29日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

11,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 56,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

45,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は能勢電鉄沿線で概ね川西市北部の圏域に存する住宅地域であり、需要者は圏域内居住者が大半を占める。都心
回帰傾向の下、利便性の劣る郊外住宅地に対する選好性が高いとはいえず、また古くに開発された住宅団地にあって、高齢
化の進展に伴う供給圧力の増加等も相俟って、需給環境は悪化しており地価は弱含みである。なお、取引に係る中心価格帯
は、土地は１１００万円程度、新築戸建物件では２５００～３０００万円程度と思料される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

川西（県） 12－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

川西（県） －

基準地番号 提出先

12 兵庫県

所属分科会名

兵庫第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

山陽不動産鑑定株式会社

林 秀樹



川西市見野２丁目２３６番１

戸建住宅地

小規模一般住宅が建
ち並ぶ住宅地域

12

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 15 25 20 戸建住宅地

-

２住居(60,160)

川西市内住宅地の地価は、中心部は概ね安定的であるが、反面利
便性の劣る北部を中心に供給圧力が強いこと等もあって下落傾向
にある。

地域要因に特段の変化はないが、郊外立地で外部からの流入が少
なく需給環境が改善しているとはいえず、地価はやや弱含みであ
る。

個別的要因に変動はない。

当地域内及び周辺地域では、画地規模の大きな土地については、アパート等としての利用も認められるが、基準地の画地規
模では自己利用目的での取引が殆どであり、規範性の高い賃貸事例の収集に限りがあることに加えて、賃貸経営上合理性を
有する建物想定が困難であるため、収益還元法の適用を断念した。よって標準地及び指定基準地との比較検討を踏まえ、市
場の実勢を反映し規範性の高い比準価格を以て、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

郊外の既成住宅地として熟成しており、今後も大きな環境の変化はないものと思料される。北部郊外立地で需要はやや弱含
んでおり、地価は緩やかな下落傾向で推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 79,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

78,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

川西 14

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

-9.0

-18.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

能勢電鉄山下駅
南西 350m

能勢電鉄山下
350m

(8)

東4m市道

２住居
(60,200)

（その他）　　　　
(60,160)

特記すべき事項はない。 基準方位　北
４ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「見野２－２３－１８」

②地積

（㎡）

123

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

11.0  ｍ、　奥行　約 11.0  ｍ、　規模 120  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

78,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

58,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.6％ ％

75.4 ］

99.0［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

78,600

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

川西（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

-10.0

-20.0

-3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

57,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

71.9 ］

98.2［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 29日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

9,660,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 78,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

63,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は能勢電鉄沿線で概ね川西市北部の住宅地域であり、需要者は圏域内居住者が大半を占める。市北部郊外の既成
住宅地域にあって、最寄駅が徒歩圏にあること等から利便性は比較的高いが、一方で周辺の大規模住宅団地内では高齢化に
伴う供給圧力が増加しており、需給環境が改善しているとはいえないので、地価は若干の弱含みで推移している。なお、取
引に係る中心価格帯は、土地は１０００万円程度、新築戸建物件は３０００万円程度と思料される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

川西（県） 13－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

川西（県） －

基準地番号 提出先

13 兵庫県

所属分科会名

兵庫第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

山陽不動産鑑定株式会社

林 秀樹



川西市久代２丁目９２番１７

戸建住宅地

中小規模一般住宅が
建ち並ぶ住宅地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北10 30 40 80 戸建住宅地

-

１住居(60,200)

川西市内住宅地の地価は、中心部は概ね安定的であるが、反面利
便性の劣る北部を中心に供給圧力が強いこと等もあって下落傾向
にある。

地縁的選好性の強い既成住宅地域であり、利便性等が良好とはい
えず、地価はやや下落傾向にある。なお、地域要因に変動はない。

個別的要因に変動はない。

戸建住宅用に開発された住宅地域にあって、居住の快適性等を重視した自用目的での取引が支配的である。従って仮に戸建
賃貸が存在しても、転勤等の特殊な事情に基づくものが中心であり、経済的に賃貸事業が成り立つ地域ではないこと等から
収益還元法の適用を断念した。よって標準地及び指定基準地との比較検討を踏まえ、市場の実勢を反映し規範性の高い比準
価格を以て、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中小規模の戸建住宅が連たんする既成の住宅地域である。利便性等が良好とはいえず、今後も地価は弱含みで推移するもの
と予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 94,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

93,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

川西 23

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.0

+8.0

-8.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ北伊丹駅
北西 1.6km

ＪＲ北伊丹
1.6km

(8)

西5.5m私道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　

特記すべき事項はない。 基準方位　北
５．５ｍ私道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「久代２－５－１１」

②地積

（㎡）

85

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

7.0  ｍ、　奥行　約 12.0  ｍ、　規模 84  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

93,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

89,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.5％ ％

95.4 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

93,600

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

川西（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+11.0

+49.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

161,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

167.0 ］

100［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 29日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

7,950,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 93,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

75,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は川西市南部及び伊丹市北東部の住宅地域であり、需要者は圏域内居住者が中心である。丘陵地の麓付近に開発
された住宅地域であり坂道や入り組んだ道路等が多く、また幹線道路の背後にあって、周辺には工場や事業所等が雑然と建
ち並ぶこと等から居住環境が良好とはいえず、地価はやや弱含みである。なお、中古物件取引が主な地域であり土地取引に
係る中心価格帯は把握し難いが、仮に基準地の規模では７００～９００万円程度と思料される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

川西（県） 14－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

川西（県） －

基準地番号 提出先

14 兵庫県

所属分科会名

兵庫第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

山陽不動産鑑定株式会社

林 秀樹



川西市萩原台東２丁目１６９番

戸建住宅地

中規模一般住宅が多
い区画整然とした住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 20 50 50 戸建住宅地

-

２中専(60,150)

川西市の住宅地の地価は、駅に近い一部の地域で上昇する地域も
認められるが、北部郊外を中心に下落傾向が続く地域が多い。

郊外の成熟した住宅団地であり、地位要因に変動はない。高齢化
に伴う売り物件が多いが、根強い需要も認められる。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は中規模の戸建住宅を中心とした閑静な住宅地域で、最有効使用も戸建住宅地である。転勤等の特殊事情による貸
家の賃貸がごく一部に見られるが、収益物件としての戸建住宅の取引需要はなく、土地価格はあくまで自用の戸建住宅の市
場取引により形成されている。従って、鑑定評価額の決定にあたっては、市場性に基づく比準価格を標準とし、代表標準地
との検討も踏まえ、上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模の戸建住宅が建ち並ぶ郊外の住宅団地として成熟しており、今後も現状のまま推移するものと予測する。高齢化の進
展とともに売り物件が増えているが、居住環境は良好であり、需給は安定している。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 95,500円／㎡

公示価格 93,000円／㎡

標準地番号 川西 17-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

93,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

川西 17

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急川西能勢口駅
北方 2.3km

阪急川西能勢口
2.3km

(8)

東6m市道

２中専
(60,150)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北、
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

223

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 220  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

93,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

93,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.6 0.0％ ％

100 ］

100［ ］ 101.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 16日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

20,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 93,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

74,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は川西市及びその周辺各市の住宅地域であるが、価格牽連性が高い地域は川西市北部の開発住宅団地が中心とな
る。需要者は大阪方面に通勤するサラリーマン等であり、他の圏域からの転入も認められるが、地元に地縁を有する者が多
い。市街地中心部からバス圏であるものの運行本数が多いため根強い需要が認められる。取引の中心となる価格帯は、土地
（２２０㎡）は２，０００万円前後、新築建売住宅は４，０００万円程度となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

川西（県） 15－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

川西（県） －

基準地番号 提出先

15 兵庫県

所属分科会名

兵庫第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

福西不動産鑑定事務所

福西理祐



川西市黒川字田中２２１番外

農家住宅地

中規模の農家住宅と
農地等が混在する農
家集落地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 150 50 50 農家住宅地

-

｢調区｣(60,200)
県立公（普通）
土砂災警区域

人口はわずかに減少傾向で高齢化が進んでいる。取引件数は大
きな増減なく、取引価格はエリアにより二極化。

市街化調整区域では田舎暮らしを目的とした需要もあるが、地
域要因に大きな変化はなく、需給動向は低調。

特にない。

近隣地域は農地に囲まれた在来の農家集落地域であり、自己所有建物を中心とし、賃貸事例は皆無であるため、収益価格
は試算しない。主たる需要者は近隣の取引相場を指標に意思決定するのが通常である。よって、信頼性のある取引事例か
ら求めた比準価格を採用して、規準価格との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ１

調整区域の農家集落であり、今後とも同様の環境を維持するものと予測する。高齢化が進み、地域の需給動向に変化はな
く、じわじわと下落が続く。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 15,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

14,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

川西 34

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-9.0

+18.0

+31.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

能勢電鉄妙見口駅　
北方 2.3km

能勢電鉄妙見口
2.3km

(8)

南西9m県道､南東側
道

｢調区｣
(60,200)

（その他）　　　　
県立公（普通）
土砂災警区域

特にない。 ９ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

935

( )

⑨法令上の規制等

台形
2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

40.0  ｍ、　奥行　約 23.0  ｍ、　規模 900  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

14,700 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

21,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.0％ ％

140.7 ］

97.7［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

0.0

0.0

角地

台形

　補正

台形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 27日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

13,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 14,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.2

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は川西市を中心に、隣接する市町の市街化調整区域内の農家集落の住宅地域である。需要者の中心は、地元民
など地縁性を有する個人や事業者で、他地域からは田舎暮らしを目的とした個人等の参入がみられる。周辺は菊炭の産地
で、里山を観光資源としたＰＲがされているが、取引数は低位で推移している。取引される価格帯はまちまちであるが、
土地のみでも土地建物でも概ね総額で２，０００万円までが取引の中心。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

川西（県） 16－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

川西（県） －

基準地番号 提出先

16 兵庫県

所属分科会名

兵庫第1分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

岡田不動産鑑定

岡田忠純



川西市花屋敷山手町７９番２

戸建住宅地

中規模住宅を主体と
する高台の一般住宅
地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 60 15 15 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

川西市の人口は微減傾向にあり、高齢化と個人可処分所得の減少
等から市況は先行き不透明で、住宅需要は勢いを取り戻していな
い。

駅徒歩圏内にあり、高台に位置する居住環境良好な住宅地域で、
需要は比較的堅調であるが、地価は横ばい傾向。

格別な変動要因はない。

　戸建住宅を中心とする住宅地域で、自用目的の取引が中心である。一部に転勤等の事情による貸家物件等も見られるもの
の、賃貸市場は形成されておらず、収益還元法の適用を断念した。よって、近時の市場実態を適切に反映する比準価格を標
準とし、公示価格を規準とした価格との検討も踏まえて、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

　中規模住宅が多い閑静な住宅地域であり、地域要因に格別な変動は認められず、当面の間現状のまま推移するものと予測
する。需給は安定しており、地価は横ばい基調で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 130,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

130,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

川西 7

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+4.0

-1.0

-2.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急川西能勢口駅
北西方 800m

阪急川西能勢口
800m

(8)

南4.5m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位：北
４．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「花屋敷山手町６―４」

②地積

（㎡）

213

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 15.5  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

130,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

130,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 ％ ％

100.9 ］

98.9［ ］ 103.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

130,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

川西（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

+20.0

+3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

161,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

123.6 ］

100［ ］ 103.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 15日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

27,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 130,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

105,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は、阪急宝塚線又はＪＲ福知山線の沿線で概ね川西市及び宝塚市の圏域。需要者の中心は同一需給圏内の居住
者のほか、圏外から住み替えによる流入も見られる。駅徒歩圏にありながら閑静な住宅地域で需要は比較的堅調であるが、
地価は近年横ばいで推移している。土地のみで総額２０００万～３０００万円台、建物込みで総額４０００万円台が需要の
中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

川西（県） 17－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

川西（県） －

基準地番号 提出先

17 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第1分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

堀田鑑定工学研究所

堀田　勝己



川西市出在家町１４６番３４

戸建住宅地

小規模一般住宅の中
に農地も見られる住
宅地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 40 20 10 戸建住宅地

-

準工(60,200)

人口はわずかに減少傾向で高齢化が進んでいる。取引件数は大
きな増減なく、取引価格はエリアにより二極化。

地域の西側では「キセラ川西」整備事業が進行中で、商業施設
の開発、市民病院の移転等による利便性向上が期待される。

南道路で選好性は優るが、競争力に変動はない。

周囲には賃貸ハイツ等もみられるが、地主の節税目的のアパート経営が大半で、土地価格に見合わない賃料水準が中心で
あるため、収益価格は試算しない。快適性を重視する住宅地域であり、信頼性のある取引事例から求めた比準価格を重視
し、規準価格、指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅兼作業場
Ｗ２

既成の混在住宅地域であり、今後とも同様の環境を維持するものと予測する。地価水準はほとんど横ばい傾向にある。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 119,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

119,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

川西 33

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-3.0

+1.0

+7.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

能勢電鉄絹延橋駅　
北方 500m

能勢電鉄絹延橋
500m

(8)

南7.5m市道

準工
(60,200)

（その他）　　　　

特にない。 基準方位　北　　
７．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「出在家町９－３」

②地積

（㎡）

123

( )

⑨法令上の規制等

1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 10.0  ｍ、　規模 130  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

119,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

122,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

104.8 ］

100［ ］ 103.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

119,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

川西（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-3.0

+7.0

+30.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

161,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

134.9 ］

100［ ］ 103.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 27日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

14,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 119,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

95,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、川西市中部で能勢電沿線徒歩圏の住宅地域。需要者の中心は、周辺あるいは都市部の事業所に通う川西市
及び周辺市町の居住者である。猪名川堤防と能勢電鉄線路に挟まれた地域で、農地もみられるなか小規模一般住宅のほか、
飲食店、共同住宅、事業所等が混在する。地域の西側では「キセラ川西」整備事業が進行中で、利便性の向上が期待され
る。土地は１，５００万円前後、新築の戸建物件は３，５００万円前後が需要の中心。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

川西（県） 18－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

川西（県） －

基準地番号 提出先

18 兵庫県

所属分科会名

兵庫第1分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

岡田不動産鑑定

岡田忠純



川西市栄町７３６番７

中層店舗兼事務所地

中層店舗、事務所等
が連たんする商業地
域

4

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北0 20 100 80 中層店舗兼事務所地

-

近商(80,300)

人口はわずかに減少傾向で高齢化が進んでいる。取引件数は大
きな増減なく、取引価格はエリアにより二極化。

川西能勢口駅周辺の商業地は、西友川西店のリニューアルなど
で、人通りが回復し、力強い地価の上昇が認められる。

特にない。

事務所、店舗とも賃貸市場は十分に成熟しているものの、同一需給圏では相場観を重視する需要者が支配的であり、収益
性を中心に意思決定するまでは至っていない。一方、比準価格は同一需給圏から信頼性のある取引事例を収集して求めら
れている。よって比準価格を標準とし、収益価格を関連付けて、規準価格、指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を
上記の通り決定した。

［

［

事務所兼店舗
Ｓ６

中層店舗、事務所等が連たんする駅前の商業地域。周辺大型店舗の相次ぐリニューアルで繁華性が回復し、駅前商業地の
地価動向は力強い上昇傾向が認められる。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 275,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

284,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

川西 4

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-6.0

+6.0

-5.0

+3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急川西能勢口駅　
北方 200m

阪急川西能勢口
200m

(8)

東16m市道

近商
(80,300)

（その他）　　　　

特にない。 １６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「栄町１２－８」

②地積

（㎡）

231

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 230  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

305,000 円／㎡

233,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

273,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+3.3％ ％

97.5 ］

101.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

ない

　補正

正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

283,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

宝塚（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+4.0

+3.0

+10.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+5.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

344,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

117.8 ］

101.7［ ］ 100［ ］

105.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 27日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

65,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 284,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

220,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、川西市及び隣接市町を中心とする阪神間の主要駅周辺に位置する商業地域である。需要者の中心はビル事
業を営む地元不動産会社、物販、サービス店舗を営む法人事業者、商業デベロッパー等である。周辺大型店舗の相次ぐリ
ニューアルで繁華性が回復し、路線価よりかなり割高な売り出しもみられるなど地価動向は力強い上昇傾向が認められる。
土地建物総額５億円までの取引が中心。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

川西（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

川西（県） －5

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第1分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

岡田不動産鑑定

岡田忠純



川西市見野２丁目３２６番４

低層店舗併用住宅地

中規模小売店舗、事
務所、一般住宅が混
在する駅前近隣商業
地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 30 45 45 低層店舗併用住宅地

-

近商(80,200)

能勢電鉄沿線の駅前商業地は、商圏が路線沿いへ移ったため、商
圏が狭く繁華性に乏しい。経営は厳しく住宅地化している。

駅前であるため、交通利便性は優れているが、人通りが少なく、
新たな店舗等の進出の動きはない。駐車場や住宅地化が進んでい
る。

特筆すべき個別的要因はない。

同一需給圏内の類似地域等における適切な事例を収集・採用した。対象地は商的色彩の弱い地域である。こうした地域では、
賃貸市場の成熟の程度は低く、収益性を中心とした価格形成がなされず、他物件の取引価格の影響を受けて価格決定がされ
るケースが多い。従って、本件においては比準価格を標準とし、収益価格を関連付け、鑑定評価額を上記の通り決定した。
なお標記の鑑定評価額は、地価公示標準地及び指定基準地から検討した価格との均衡を得ている。

［

［

店舗兼住宅
Ｓ２

中規模小売店舗や一般住宅等が混在する駅前の近隣商業地域である。スポーツ施設が開業したものの、影響は小さく今後も
変わらず現状のまま推移するものと予測する。地価は継続して下落傾向で推移するものと判断する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 105,000 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

103,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

川西 3

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+4.0

-12.0

-11.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

能勢電鉄山下駅
西方 50m

能勢電鉄山下
50m

(8)

南10m市道

近商
(80,200)

（その他）　　　　

特にない １０ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「見野２－３６－１２」

②地積

（㎡）

106

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 12.0  ｍ、　規模 110  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

109,000 円／㎡

84,600 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

84,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.0 ％ ％

81.5 ］

99.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

104,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

川西（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+4.0

-8.0

-5.0

-3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

91,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

88.2 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 13日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

11,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 104,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

83,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、川西市の他、宝塚市等の隣接市町の近隣商業地域または商住混在地域の範囲と判定した。需要者は、当該地
域に地縁的選好性を持つ個人事業者等が中心となる。当該周辺地域は駅前の小規模な商業地域であるが、商圏は狭く、住宅
地域との混在化が進みつつある。需要の中心となる価格帯は、規模によりまちまちで把握しづらいが、周辺の住宅地と価格
水準に大きな違いはなく、土地のみであれば１００㎡程度で１，０００万円前後が中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

川西（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

川西（県） －5

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

神戸シティ鑑定舎

小笠原　高宏



川西市清和台西４丁目１番７外

低層店舗兼住宅地

中小規模の店舗が多
く見られる幹線道路
沿いの住宅団地内商
業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 100 40 100 低層店舗兼住宅地

-

２中専(60,150)
地区計画等

景気が緩やかな回復基調にある中、川西市の商業地は中心部は上
昇、北部郊外は下落幅がやや縮小傾向にある。

郊外における事業用地の需要に大きな変化はなく、地価は落ち着
いている。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は県道沿いに店舗等が建ち並ぶ開発団地内の商業地域である。賃貸店舗等の収益物件も一部見受けられるが、賃料
水準が低いため収益目的の取引は少なく、どちらかといえば自用目的の取引が多い地域である。試算にあたっては、現実の
市場における取引事例により求められた比準価格の規範性がより高いと認められる。よって、比準価格を重視し、収益価格
を比較考量のうえ、類似の公示標準地の価格との検討を踏まえて、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗
Ｓ１

住宅団地内の路線商業地域として成熟しており、今後も現状のまま推移するものと思われる。交通量は若干増えているもの
の事業用地の需要に変化はなく、地価は横ばいで推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 91,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

91,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

川西 3

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

-4.0

-8.0

+3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急川西能勢口駅
北西方 5.9km

阪急川西能勢口
5.9km

(8)

北東24m県道

２中専
(60,150)

（その他）　　　　
地区計画等

特にない ２４ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

437

( )

⑨法令上の規制等

1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

25.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 400  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

94,500 円／㎡

77,400 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

84,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

89.2 ］

99.4［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 28日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

40,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 91,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

61,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は川西市の開発団地内の商業地域をはじめ幹線道路沿い路線商業地域や商住混在地域一帯。需要者は地元に地縁
を有する中小事業者が大半であるが、一部チェーン展開する法人の支店も見られる。ニュータウンの衰退で川西市中北部の
事業用地の需要は強くないが、新名神高速道路開通に伴う交通量の増加等のプラス要因もあり、地価は横ばいで推移してい
る。商業地は規模により取引総額のばらつきが大きく、需要の中心となる価格帯は見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討
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